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第２節 障がい福祉課 

 

   〔総括概要〕 

 

障がい福祉課の主な分掌事務は、障がい者手帳の交付に関すること、障がい児者

の手当支給に関すること、福祉タクシー料金助成に関すること、障がい者自立支援

医療に関すること、障がい福祉サービスの支給に関すること及び障がい児者の福祉

に係る相談支援に関することである。  

    障がい福祉係では、身体障害者手帳、療育手帳の交付等申請受付をはじめ、自立

支援医療費（更生医療、育成医療）の支給、補装具・日常生活用具費の支給、特別

障がい者手当等の支給、福祉タクシー券助成等の事務を行った。 

    障がい支援係では、主に障がい者の日常生活及び社会生活の総合的な支援に資す

るために訪問・通所・入所、住まい等の各種障がい福祉サービスの支給決定、障が

い支援区分認定事務を行った。そのほか、地域生活支援事業（日中一時支援、移動

支援、地域活動支援センター等）、精神障害者保健福祉手帳の交付申請及び自立支

援医療（精神通院医療）の支給認定申請の受付を行った。  

    障がい児者相談支援センター係では、係を基幹相談支援センターとして位置づけ

ており、障がい児者と当事者を取り巻く環境との相互作用による問題等について、

地域の相談支援の拠点として関係機関と連携を図りながら相談に応じ、必要な情報

の提供及び助言を行った。また、障がい者の高齢化、重度化や「親なき後」を見据

え、安心して地域で生活できる地域生活支援システムである「栃木市くらしだいじ

ネット」を運用し、緊急時支援等を行った。 

 

 障がい福祉係   

 

１  身体障がい者の現況（身体障害者手帳交付状況）     （単位：人）  

障 が い 区 分 手帳所持者数 新規交付者数  

視 覚 障 が い              326          13 

聴 覚 ・ 平 衡 障 が い                686            57 

音声・言語・そしゃく障がい        63            5 

肢 体 不 自 由 障 が い    2,568           75 

内 部 障 が い                1,825           200 

複 合 障 が い                264           3 

合     計     5,732      353 

 

２  知的障がい者(児）の現況(療育手帳交付状況）          （単位：人） 

区   分 
障がい児（18歳未満） 障がい者 

合  計 
男 女 男 女 
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 重度(Ａ1･Ａ2) 66 29 290 245 630 

 中度(  Ｂ1  ) 54 25 268 200 547 

 軽度(  Ｂ2  ) 90 42 222 106 460 

  合  計   210 96 780 551 1,637 

 

３ 身体障がい者（児）の補装具等の交付状況 

(1) 身体障がい者（児）の補装具交付及び修理 

   ア 件数                               （単位：件） 

区    分 
身体障がい者 身体障がい児  

交付 修理 合計 交付 修理 合計 

義 

肢 

義  手 1 1 2 - - - 

義  足 4 2 6 - - - 

装 

具 

下  肢 28 8 36 8 - 8 

靴  型 4 2 6 - - - 

体  幹 - - - 1 - 1 

上  肢 - - - - - - 

座 位 保 持 装 置 6 8 14 6 4 10 

盲 人 安 全 つ え 11 - 11 - - - 

義 眼 - - - - - - 

眼 

鏡 

 矯 正 眼 鏡  - - - - - - 

 遮 光 眼 鏡  2 - 2 - - - 

 弱 視 眼 鏡  - - - 1 - 1 

補 

聴 

器  

高度難聴用ポケット型 1 2 3 - - - 

高度難聴用耳掛け型 46 24 70 - - - 

重度難聴用ポケット型 1 1 2 - - - 

重度難聴用耳掛け型 23 12 35 - 2 2 

耳あな型(ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ) - - - - - - 

人    工     内     耳 - 1 1 - - - 

車いす 
 普 通 型 7 13 20 4 1 5 

 そ の 他 4 6 10 3 2 5 

電 動 車 い す 1 3 4 - - - 

座 位 保 持 い す - - - 2 - 2 

頭 部 保 持 具 - - - 3 - 3 

歩 行 器 - - - 2 - 2 

歩 行 補 助 つ え 2 - 2 - - - 

重度障がい者用意思伝達装置 1 - 1 - - - 

合    計 142 83 225 30 9 39 
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イ 費用                   （単位：円） 

区分 総額 
 

公費分 自己負担額分  

身体障がい者 19,165,667 18,726,853 438,814 

身体障がい児 6,427,516 6,005,080 422,436 

  ※公費分の給付に加え、市単独の事業として自己負担額分についても助成を行った。

(2) 障がい者（児）等の日常生活用具の給付  

    ア 件数                      （単位：件）  

区       分 障がい者等 障がい児 
小児慢性特定

疾患児 

特 殊 寝 台 1 -  1 

特 殊 マ ッ ト 1 1 -  

床 ず れ 防 止 用 具 1 1 -  

特 殊 尿 器 -  -  -  

入 浴 担 架 -  -  -  

体 位 変 換 器 -  -  -  

移 動 用 リ フ ト 2 - - 

移動用リフトスリングシート  -  - - 

訓 練 い す （ 児 の み ） -  - - 

訓 練 用 ベ ッ ド （ 児 の み ） -  - -  

入 浴 補 助 用 具 3 1 2 

腰 掛 便 座 1 -  1 

洗 浄 機 能 付 便 座 -  -  -  

昇 降 機 能 付 便 座 - -  -  

歩 行 支 援 用 具 2 1 1 

Ｔ 字 状 ・ 棒 状 の つ え -  -  -  

頭 部 保 護 帽 1  -  -  

火 災 警 報 器 -   -  -  

自 動 消 火 器 -  -  -  

電 磁 調 理 器 1 -  -  

歩行時間延長信号機用小型送信機 1 -  -  

聴覚障がい者用屋内信号装置 1  -  -  

透 析 液 加 温 器 4 -  -  

ネ ブ ラ イ ザ ー - -  1 

電 気 式 た ん 吸 引 器 3 -  -  
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酸 素 ボ ン ベ 運 搬 車 -  -  -  

盲 人 用 体 温 計 1 -  -  

盲 人 用 体 重 計 -  -  -  

携 帯 用 会 話 補 助 装 置 -  -  -  

点 字 デ ィ ス プ レ イ -  -  -  

点 字 器 -   -  -  

点 字 タ イ プ ラ イ タ ー -  -  -  

視覚障がい者用ポータブルレコーダー 2 -  -  

視覚障がい者用活字文書読上げ装置 -  -  -  

視覚障がい者用拡大読書器 1 1 -  

盲 人 用 時 計 6 -  -  

聴 覚 障 が い 者 用 通 信 装 置 -  -  -  

聴 覚 障 が い 者 用 情 報 受 信 装 置 -   -  -  

人 工 喉 頭 4  -  -  

埋 込 型 用 人 工 鼻 24  -  12 

人 工 内 耳 外 部 装 置 -   -   -  

情 報 ・ 通 信 支 援 用 具 -   -   -  

ス ト マ 用 装 具 4,044 12 -  

紙 お む つ 614 328 -  

収 尿 器 2  -   -  

居 宅 生 活 動 作 補 助 用 具 2 1  -  

パ ル ス オ キ シ メ ー タ ー 4 -  -  

車 い す -  -  -  

ク ー ル ベ ス ト -  -  -  

紫 外 線 カ ッ ト ク リ ー ム -  -  -  

合 計 4,726 346 18 

イ 費用             （単位:円） 

区 分 総 額 

障 が い 者 等  46,757,382 

障 が い 児 4,452,420 

小 児 慢 性 特 定 疾 患 児  460,980 

(3) 軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成事業  

身体障害者手帳の交付の対象にならない軽度・中等度の難聴児の補聴器購入費等の

一部を助成した。  

ア 件数                         （単位:件） 
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区    分 交付 修理 合計 

補 

聴 

器 

軽 度 ・ 中 等 度 難 聴 用 ポ ケ ッ ト 型  - - - 

軽 度 ・ 中 等 度 難 聴 用 耳 か け 型 6 5 11 

高 度 難 聴 用 ポ ケ ッ ト 型 - - - 

高 度 難 聴 用 耳 掛 け 型 - - - 

重 度 難 聴 用 ポ ケ ッ ト 型  - - - 

重 度 難 聴 用 耳 掛 け 型 - - - 

イ 費用                         （単位：円）  

区分 総額 
 

公費分 自己負担額分  

軽 度 ・ 中 等 度 難 聴 児 763,932 509,288 254,644 

  ※公費分の給付に加え、市単独の事業として自己負担額分についても助成を行った。  

 

４  身体障がい者の自立支援医療（更生医療）給付状況  

 (1) 件数                  （単位:件） 

区  分 給付決定件数 

音声・言語・そしゃく機能障がい - 

肢 体 不 自 由 2 

心 臓 機 能 障 が い 87 

腎 臓 機 能 障 が い 444 

肝 臓 機 能 障 が い 7 

免 疫 機 能 障 が い 23 

合      計 563 

(2) 費用                 （単位：円） 

総 額 国県負担金対象分 市単独助成分 

167,474,900 166,909,973 564,927 

 

５  身体障がい者の自立支援医療（育成医療）給付状況  

 (1) 件数                   （単位:件） 

区  分 給付決定件数 

視 覚 機 能 障 が い - 

聴 覚 ・ 平 衡 機 能 障 が い - 

音声・言語・そしゃく機能障がい  13 

肢 体 不 自 由 9 
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心 臓 機 能 障 が い 4 

小 腸 機 能 障 が い - 

肝 臓 機 能 障 が い - 

そ の 他 機 能 障 が い 3 

合      計 29 

(2) 費用                     （単位：円） 

総 額 国県負担金対象分 市単独助成分 

1,512,643 1,289,069 223,574 

 

６  各種手当の状況 

   障がいに関係する手当  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 福祉タクシー料金助成事業  

障がい者及び高齢者の社会参加の促進を図るため、「福祉タクシー利用券」により、

タクシー料金を助成した。  

区   分  実施状況  

 

交付者数  

 5,881人  

障がい者  728人  

高齢者  5,153人  

交付枚数  136,728枚  

利用枚数  71,553枚  

利 用 率 （利用枚数/交付枚数） 52.3％  

助 成 額 35,776,500円  

 

８ 身体障がい者福祉関係  

障がい者の体力増進を図るため、次の事業を実施予定であったが、新型コロナウイル

ス感染拡大防止のため中止となった。  

(1) 体力回復トレーニング   中止 

種      別 受給者数（人）  支給額（円）  

 特 定 疾 患 者 介 護 手 当       1,397 47,031,000 

特 別 障 が い 者

等手当 

 特別障がい者手当    96 32,491,800 

 障がい児福祉手当    62 11,517,120 

 福祉手当(経過的)   2 357,120 

重度障がい児支援手当  140 

 

4,695,000 

 特 別 児 童 扶 養 手 当 260 県で支給 
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     ・日程 9月5日（日）  

(2) 障がい者軽スポーツ大会   中止 

   ・日程 3月6日（日） 

 

 障がい支援係   

 

１ 障がい者福祉関係  

(1) 障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスの利用状況  

   障害者自立支援給付費、地域生活支援事業により障がい福祉サービスを利用した障

がい者の状況は次のとおりである。  

ア 障害者自立支援給付費  

サービスの種類  
利用障がい者数(人) 給付額 

(円) 身体 知的 精神 難病 計 

介
護
給
付
費 

居宅介護 72 94 93 3 262 143,969,211 

行動援護 2 10 - - 12 1,891,627 

同行援護 36 - - - 36 9,272,704 

短期入所 16 46 6 - 68 35,716,947 

重度訪問介護 3 - - 1 4 8,269,048 

療養介護 25 - - - 25 84,931,780 

生活介護 151 336 27 - 514 1,335,301,434 

重度障害者等包括支援 - - - - - - 

施設入所支援 73 125 2 - 200 328,057,989 

特定障害者特別給付費  - - - - - 221,082,495 

高額障害福祉サービス費 3 9 - - 12 242,374 

新高額障害福祉サービス費  2 6 - - 8 1,298,708 

計 383 626 128 4 1,141 2,170,034,317 

訓
練
等
給
付
費 

共同生活援助 27 166 87 1 281 429,992,592 

自立訓練 2 9 16 - 27 30,048,297 

就労移行支援 - 4 19 - 23 28,859,119 

就労継続支援Ａ型  16 36 71 4 127 178,652,140 

就労継続支援Ｂ型  49 304 192 3 548 813,517,064 

就労定着支援 1 1 4 - 6 1,243,455 

自立生活援助 - - - - - - 

 
計 95 520 389 8 1,012 1,482,312,667 

相
談
支
援
給
付
費 

計画相談支援 291 692 387 11 1,381 63,748,267 

地域移行支援 - - 2 - 2 206,427 

地域定着支援 3 9 - - 12 399,718 

計 294 701 389 11 1,395 64,354,412 
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合   計 772 1,847 906 23 3,548 3,716,701,396 

イ 地域生活支援事業  

サービスの種類  
利用障がい者数(人) 支出額 

(円) 身体 知的 精神 難病 計 

成年後見制度利用支援事業  - 3 1 - 4 494,440 

コミュニケーション支援事業 16 - - - 16 476,590 

移動支援事業 39 63 36 - 138 6,960,572 

訪問入浴サービス事業  3 - - - 3 1,316,700 

更生訓練費及び就職支度金給付事業  - - - - - - 

日中一時支援事業 65 287 61 - 413 61,050,852 

自動車改造費助成事業  2 - - - 2 200,000 

自動車運転免許取得助成事業  - - - - - - 

合   計 125 353 98 - 576 70,431,624 

(2) 障がい支援区分審査会実施状況  

障害者総合支援法に定める、介護給付費の支給に関する障がい支援区分の審査・判

定及び市の障がい福祉サービス支給要否決定に当たって審査会委員が意見を述べるこ

とを目的として審査会が設置されており24回開催した。実施状況は次のとおりである。 

障  が  い  

支援区分  

身体  知的  精神  身体・知的  身体・精神  知的・精神  

人  構成比  人  構成比  人  構成比  人  構成比  人  構成比  人  構成比  

1 4 6.0 3 1.7 2 2.0 - - - - 1 12.5 

2 10 14.9 23 12.8 49 50.0 1 1.7 - - 2 25.0 

3 12 17.9 45 25.1 34 34.7 7 11.7 1 25.0 3 37.5 

4 9 13.4 35 19.6 9 9.2 6 10.0 2 50.0 2 25.0 

5 9 13.4 38 21.2 3 3.1 6 10.0 - - - - 

6 23 34.4 35 19.6 1 1.0 40 66.6 1 25.0 - - 

計 67 100.0 179 100.0 98 100.0 60 100.0 4 100.0 8 100.0 

障 が い 

支援区分 

身体・知

的・難病 
難病 身体・難病 知的・難病 精神・難病 合計 

人 構成比 人 構成比 人 構成比 人 構成比 人 構成比 人 構成比 

1 - - - - - - - - - - 10 2.4 

2 - - - - - - - - - - 85 20.2 

3 - - - - - - 1 33.3 - - 103 24.5 

4 - - - - - - - - - - 63 15.0 

5 - - - - - - 2 66.7 - - 58 13.8 
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6 - - - - 1 100.0 - - - - 101 24.1 

計 - - - - 1 100.0 3 100.0 - - 420 100.0 

 

２ 障がい児福祉関係  

(1) 児童福祉法に基づく障害児通所支援の利用状況  

   平成24年4月の児童福祉法の改正に伴い、障害児通所支援給付費により障害児通所

支援を利用した障がい児の状況は次のとおりである。  

 障害児通所給付費  

サービスの種類  利用障がい児数(人) 支出額(円) 

障害児相談支援  521 26,865,553 

児童発達支援  229 151,797,598 

医療型児童発達支援  1 - 

居宅訪問型児童発達支援 - - 

放課後等デイサービス  276 369,661,550 

保育所等訪問支援  2 1,636,697 

高額障害児通所給付  9 61,387 

合 計 1,038 550,022,785 

(2) 障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスの利用状況  

障害者自立支援給付費、地域生活支援事業により障がい福祉サービスを利用した障

がい児の状況は次のとおりである。  

ア 障害者自立支援給付費  

サービスの種類  利用障がい児数 (人 ) 支出額(円) 

介
護
給
付
費 

居宅介護 4 - 

行動援護 - - 

短期入所 10 - 

合 計 14 - 

イ 地域生活支援事業  

サービスの種類  利用障がい児数 (人 ) 支出額(円) 

コミュニケーション支援事業  - - 

移動支援事業  1 14,380 

訪問入浴サービス事業  1 170,100 

日中一時支援事業  146 9,192,857 

合 計 148 9,224,337 

 

３ 地域活動支援センター事業  

  障害者総合支援法に基づき、障がい者及び障がい児に、創作的活動や生産活動の機会
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を提供し、社会参加や交流の促進を図るために実施した。  

  運営状況                            （単位：人） 

施  設  名 所  在  地  月平均通所者数 通所延べ人員 

オープンハウスたんぽぽ  小平町6-11 112.3 1,348 

さざなみの家  平柳町1-2-7 282.2 3,386 

 

４  精神障がい者福祉関係  

(1)  精神障がい者の現況 (精神障害者保健福祉手帳交付状況 ) 

区  分 交付者数（人） 比 率（％） 

1  級      240 19.4  

2  級     709   57.1 

3  級     291  23.5 

合  計  1,240  100.0 

(2)  自立支援医療費（精神通院）受給状況  

精神科外来を受診する際に自己負担金が軽減される制度で、2,223人が受給した。 

 

 障がい児者相談支援センター係   

 

１ 相談支援事業 

福祉に関する必要な情報の提供・助言、福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行

い、虐待の防止や早期発見、障がいのある方の権利擁護のために必要な援助を実施した。 

(1) 相談支援専門員・保健師による精神保健福祉相談  

ア 利用者数             （単位：人） 

実人数 
うち新規者の受付経路  

医療機関 その他 

160 5 54 

イ 支援方法                    （単位：件） 

訪問 面接 電話・メール 合 計 

360 203 665 1,228 

(2) 相談支援専門員・保健師による福祉相談  

ア 利用者数（障がい種別）                    （単位：人） 

 

 
実人数 

内訳（障がいが重複している場合は、それぞれに計上）  

身体 重心 知的 精神 発達 高次脳 その他 

新規 100 7 1 18 58 7 1 16 

継続 173 15 3 34 105 6 4 19 
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合計 273 22 4 52 163 13 5 35 

  イ 支援方法                          （単位：件） 

訪問 面接 同行支援 電話 メール 支援会議 その他 合 計 

635 232 172 1396 3 52 11 2,501 

  ウ 支援内容                          （単位：件） 

福祉サービスの利用等  1,685 家計・経済 206 

障がいや病状の理解  206 生活援助 66 

健康・医療 1,035 就労 223 

不安解消・情緒不安定  527 社会参加・余暇支援 8 

保健・教育 82 権利擁護 75 

家族関係・人間関係  414 その他 263 

 合 計 4,790 

 

２ くらしだいじネット 

(1) 緊急時支援事業  

市と市内障がい福祉サービス事業所等との連携により、携帯電話による常時の相

談及び緊急時の対応（短期入所、居宅介護、駆けつけ応援）等の支援を行った。  

ア 登録者数 118名（うち令和3年度 新規5名） 

イ 相談件数 6件 

ウ 支援件数                        （単位：件）  

支援件数 
支援方法 

短期入所 居宅介護 駆けつけ応援  

1 1 - 1 

(2) 一人暮らし体験事業 

障がい者が親亡き後も安心して自分らしく生活することができるよう、将来地域

における自立生活を目指す障がい者が、体験施設において一人暮らしを体験するこ

とで、一人暮らしの課題把握や、障がい者及び家族の不安を整理し、障がい者の自

立意欲の促進を図った。 

  ア 委託先 

・一人暮らし体験施設の提供および支援  

     社会福祉法人ブローニュの森  ゆっ蔵 

   ・一人暮らし体験における家事援助  

     栃木市内の居宅介護事業所(7 事業所) 

イ 相談件数 6 件 

ウ 利用実人数(日数) 3 人(13 日間) 

 

３ ひきこもり対策 
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ひきこもり状態の方を早期に適切な支援に結びつけるために、栃木県子ども若者・ひ

きこもり総合相談センター（ポラリス☆とちぎ）の協力のもと、毎月第 2木曜日にひき

こもり個別相談会を実施した。  

(1) ひきこもり個別相談会  

ア 実施回数 11回  (4月8日、5月13日、6月10日、7月8日、8月12日、9月9日、 

10月14日、11月11日、12月9日、1月13日、3月10日) 

※2月10日の相談会については、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止とした。

イ 参加人数 延べ37人 

 

４ 関係機関との連携・ネットワークづくり  

(1) 相談支援ネットワーク定例会  

 障がい児者の相談支援に携わる関係者の資質の向上、関係機関の相互の連携強化、  

相談支援体制の充実強化を図るために研修会を開催した。  

ア 対象者 市内事業所の相談支援専門員  

イ 開催回数 3 回(5 月 17 日、11 月 15 日、2 月 28 日)  

※8 月 30 日の定例会については、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止とした。 

ウ 参加者数 45 人 

(2) 居宅介護研修会  

複雑多様化する障がいや、家族への支援等に関する専門的知識を学ぶ機会を持つと  

ともに、支援者間の連携強化を図るために研修会を開催した。  

ア 対象者 市内の居宅介護事業所職員  

イ 開催回数 1 回 (11 月 25 日) 

ウ 参加者数 8 人 

(3) 障がい児福祉サービス事業所連携会議  

  障がい児の支援に関する専門性の向上を図るとともに市内の児童を取りまく現状を  

共有し、支援者間の連携強化を図るために研修会を開催した。 

ア 対象者 市内の障がい児福祉サービスを提供している事業所・相談支援事業所職員 

イ 開催回数 1 回 (10 月 12 日) 

ウ 参加者数 15 人 

 

５ 障がい者等自立支援協議会  

(1) 障がい者等支援担当者会議  

障がい児者及び難病への支援体制の整備を図るため、支援体制に関する課題の共有  

や、支援体制の整備、栃木市くらしだいじネットについて協議を行った。  

・構成員 18名（メディカルソーシャルワーカー、相談支援専門員、障害福祉サー  

ビス事業所職員、教育関係者、保健師、当事者等） 

・開催回数 3回 (5月20日、10月21日、3月23日) 

※3月の会議については新型コロナウイルス感染拡大防止のため書面により開催した。 

(2) 医療的ケアワーキンググループ  

医療的ケアを要する障がい児者が安心して地域で生活するにあたって、適切な支援体 
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制の整備を図るため、医療的ケア児者の支援における課題やニーズの把握、支援に必要  

な施策等について協議を行った。また、医療的ケア児者の支援体制の整備について研修  

会を開催した。 

ア 医療的ケアワーキンググループ会議  

・構成員 16名（メディカルソーシャルワーカー、相談支援専門員、障害福祉サー  

ビス事業所職員、訪問看護師、教育関係者、保健師、当事者等）  

・開催回数 2回 (6月4日、9月3日) 

  ※新型コロナウイルス感染拡大防止のため9月3日の会議については書面開催、 2月 

の会議については中止とした。  

イ 医療的ケア児者支援体制整備研修会  

 ・開催日 11月30日 

  ・対象者 相談支援専門員、保健師  

・参加者数 22人 

(3) くらしまるごとワーキンググループ  

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めるため、精神障がい者  

が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしができるよう精神保健福祉体制につ  

いて協議、検討を行った。  

・構成員 10名 (メディカルソーシャルワーカー、相談支援専門員、障害福祉サービ  

ス事業所職員、保健師、当事者等 ) 

・開催回数 3回(6月30日、9月16日/10月4日(分散開催)、12月3日) 

※2月8日の会議については新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止とした。  

 

６ 障がい者虐待関係  

障がい者の権利擁護を図るため、障がい者虐待に対する相談受付及び被虐待者の保護  

や自立の支援、養護者に対する支援等の対応を行った。また、虐待の早期発見や防止に  

関する普及啓発のため研修会を行った。  

(1) 障がい者虐待相談・対応状況 

ア 障がい者虐待相談・対応件数                 (単位：件) 

 
養護者 

によるもの 

障がい者福祉 

施設従事者等 

によるもの 

使用者 

によるもの 
合計 

相談･通報･届出 

受理件数 
4 12 1 17 

受理したケースの内

虐待の判断にいた

ったケース 

1 5 0 6 

イ 虐待ケース会議開催回数  32回  

(2) 障がい者虐待予防研修会  
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ア 開催日 7月2日 

イ 対象者 障がい者福祉事業所職員 (施設長及び管理者 ) 

ウ 参加者数 31人 


